




































































































































































































































































































































































































































































































































240 専修ロージャーナル　第14号 2018. 12
（34）伊万里市Ｃ協議会が本件事故後の平成23年に作成した「安全管理マニュアル」（平成30年に
改訂版が出ている），および，「取組みフローチャート」では，安全管理義務を負う「受入側」は
あくまで協議会とは別組織であり，農山漁村地域での受入の「橋渡し」であるかの位置づけで
ある（いずれも伊万里市HP（http://www.kite-mite-imari.jp/main/1.html）で閲覧可能である）。
することが必要になろう。
Ⅳ　結語
水難等の遭難事故は，自然現象が関わっていることから，不可抗力により生じた
不慮の事故なのか，それとも自然に由来する危険性を侮った姿勢が引き起こした人
災なのか，その見極めが重要であり，引率者の刑事責任を安易に認めるべきではな
い。本事件では，控訴した被告人乙，被告人戊が，ある意味では，既に無罪が確定
している丙の主導性を立証することで自身らの無罪を獲得する一方で，最終的には，
児童の溺水による死亡の責任を誰も負わないという結末を迎えている。刑事裁判の
構造上やむを得ないと言ってしまえばそれまでであるが，この結末は，不可抗力に
より生じた不慮の事故とは断定できない後味の悪いものとなっている。
前記のように，過失犯の判断枠組みは，危険の内実，予見可能性の中身，注意義
務の内容などが相互に関連することから，判断ポイントを構成する事実の認定が変
化することに応じて，判断枠組みが変遷し得る。本事案では，原判決と本判決とで，
危険の内実の捉え方が異なった上，段階的手法を適用する起点となる実施主体の捉
え方に相違があったことから，上記の問題性が端的に現われたといえる。この種の
複数主体間の注意義務の有無が問題となる事案の場合，前述のように，注意義務確
定のプロセスは一つだけではない。そのため，段階的手法を用いることの当否を含
めて，実務的には，注意義務確定のプロセスをより意識することが必要であろうし，
研究者としても，判断ポイントの変動を意識した厳密な分析が要求されよう（35）。
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（35）この点につき，樋口・前掲注（５）「注意義務の内容確定プロセスを基礎に置く過失犯の判
断枠組み（１）」72頁の指摘は正鵠を射ている。
